
（様式２－１）
桑名市図書館等複合公共施設特定事業

事業計画提案書

平成14年3月


（様式２－２－１）

事業スキーム

  １．スキーム図

    SPCとグループ構成員、および出資予定会社、建設会社、銀行等融資団との関係を図示して下さい。






（様式２－２－２）

  ２．各構成員の役割

    各構成員の役割についてご記入下さい。

代表企業


出資：

（記入内容 → 出資の有無、出資割合）

その他の資金支援：

（記入内容 → 増資の予定など）

グループ内での業務の役割：

（記入内容 → 交渉窓口、ＳＰＣの税務・会計・決算事務等の業務内容を記入）

グループ内で負担するリスク：

（記入内容 → 契約リスク、フォースマジュールリスク等のリスクの種類を記入）

負担するリスクへの対応の考え方：

（記入内容 → 保険の付保、予備費等にて対応予定などリスク回避の考え方を記入）

構成員Ａ


代表企業と同様にご記入下さい。

構成員Ｂ


代表企業と同様にご記入下さい。

３．当該事業に対する地域経済への影響について

  当該事業に対する地域経済社会への影響について、貴グループの考え方をご記入下さい。




（様式２－３）

費用等積算表



（単位：円）
項目
金額（円）
積算根拠（例示）

開業関連費




設計監理費




周辺影響調査費

電波障害、日影調査費、家屋調査費、交通調査費ほか


開発許可等事務費

書類作成・申請手数料、各種許認可事務費ほか


所有権取得・移転経費

登録免許税、不動産取得税、登記申請書作成事務費、司法書士報酬ほか


契約関連経費

印紙税、SPC設立費用、外部専門家（財務アドバイザー、弁護士、会計士）費用ほか


その他※2

建中利息、融資組成手数料、開業期間中会社経費ほか建設に関する初期投資として認められる費用

図書館等施設建設費※4



  （うち図書館）



  （うち保健センター）



  （うち勤労青少年ﾎｰﾑ）



  （うち多目的ホール）



  （うち生活利便ｻｰﾋﾞｽ施設）




建築工事費

建設段階の保険を含む


電気設備工事費




衛生設備工事費




空調設備工事費




昇降機工事費



外構工事費



備品等整備費



その他※2




合計



· 1 各項目の例示を踏まえて費用を積算し、その根拠を積算根拠の欄に記入して下さい。

· 2 その他については、可能な範囲で具体的に記入して下さい。

· 3 金額欄には消費税および物価変動率を除いた額をご記入下さい。

· 4 各施設の建設費は延床面積で按分しご記入下さい。なお、共用部分については図書館に含めて計算して下さい。


（様式２－４－１）

資金計画表


１．事業費の調達に関する考え方

事業費の調達内容についてご記入下さい。

事業費
百万円


  調達の内訳
出資金
百万円
出資企業名及び出資割合：

（構成員以外も全てご記入下さい）


外部借入
百万円
借入先：

（検討している金融機関をご記入下さい）


その他（                     ）
百万円
調達先等：

２．外部借入等について

外部借入等について、その内訳がわかるよう借入先別に借入条件等を記入して下さい。




民間金融機関※
千円




借入条件

(借入時期、期間、金利、見直時期等)





政府系金融機関※
千円

外部借入等
千円

借入条件

(借入時期、期間、金利、見直時期等)





その他社債等※
千円




発行条件

(発行時期、償還年限、表面利率等)


  ※　現在検討している金融機関名あるいは社債内容等について具体的にご記入下さい。


（様式２－４－２）

（様式２－４－２）


３．その他調達方法

  その他、資金調達手法として検討している手法がある場合は、記入して下さい。



４．関心表明について

  金融機関から「関心表明」を得ている場合は、関心表明書の写しを次頁に添付して下さい。



資金計画表（記入例）


１．事業費の調達に関する考え方

事業費
3000百万円


  調達の内訳
出資金
300百万円
出資企業名：

Ａ不動産、Ｂ建設、Ｃリース


外部借入
2700百万円
借入先：

○×銀行、□■銀行


その他（                     ）
百万円
調達先等：

２．外部借入等について



○×銀行
1700百万円

外部借入等
2700百万円

借入時期：

借入期間：

借入金利：
平成13年３月

５年

LIBOR+△bp  6ヶ月変動金利



□■銀行
1000百万円




借入時期：

借入期間：

借入金利：
平成16年１月

７年

長プラ＋○％



（様式２－５－１）
事業の安全性に対する提案書

１．運転資金の増加

事業期間中にサービスの対価の減額など予期せぬ出来事等により運転資金が不足した場合の対応策について、想定ケースを下記から選択し（複数可）、選択した数に合わせて、その具体的な対応策をご記入下さい。

想定ケース
ﾁｪｯｸ欄

具体的な対応策

　スポンサー等による追加出資、劣後ローン




スポンサー等の信用力による運転資金枠の設定




　配当部分の一部積立て




  予備費を含めた資金調達（当初）




　その他




２．修理費の確保

修理費は、収入と支出のタイミングが異なりますが、費用の確保などについて、どのような対応策を検討していますか。想定ケースを下記から選択し（複数可）、選択した数に合せてその具体的な対応策をご記入下さい。

想定ケース
ﾁｪｯｸ欄

具体的な対応策

　スポンサー等による追加出資、劣後ローン




スポンサー等の信用力による運転資金枠の設定




　配当部分の一部積立て




  予備費を含めた資金調達（当初）




　その他





（様式２－５－２）


３．リスクへの対応

①入札説明書付属資料に記載の「リスク分担表」を踏まえ、事業者が負担するリスクについて事業者間での分担内容等、基本的な考え方をご記入下さい。


②グループ構成員以外の者が負担するリスク、ＳＰＣ自体が負担するリスクについて、想定しているリスクの種類をご記入下さい。また、これらのリスクについて対応策を検討している場合は、併せてその内容をご記入下さい。

分類
主体※
リスクの種類
検討している対応策

イ）構成員以外














ロ）ＳＰＣ



 ※ 主体は金融機関や保険会社等の業務遂行者（プレーヤー）をご記入下さい。


（様式２－５－３）


③入札条件（普通火災保険の付保）以外に保険を付保する場合は、保険の種類について以下の選択肢のうち該当するものを選び（複数可）、可能な範囲で想定される保険の内容をご記入下さい。

種類
ﾁｴｯｸ欄

内  容

建設工事保険




機械保険




施設賠償責任保険




請負業者賠償責任保険




動産総合保険




コンピュータ総合保険




違約金保険




利益保険




地震保険




その他





収支計画の前提

１．売上高（単位：千円）

項目

金額
内容・算定根拠

サービスの対価



 
①図書館等施設建設費部分等



 
②維持管理費



 
③運営業務費



 
④修理費※4



 
⑤図書等購入費



 
⑥ｼｽﾃﾑ整備保守管理費




⑦その他業務



余裕金運用益

（運用利率等）

その他※5



なお、⑦その他業務の内容については、入札説明書の付属資料②「サービスの対価の算定方法」を参照して下さい。

※1 消費税を除いた額をご記入下さい。

※2 売上高および支出等は開業1年目（平成16年10月～平成17年9月、準備期間は除く）の金額をご記入下さい。

※3 金額は、千円未満四捨五入でご記入下さい。

※4 長期修理計画書（様式４－４）と整合を取って下さい。

※5 可能な範囲で具体的にご記入下さい。

※6 うち修理費は除いて下さい。（※7の修理費に計上します）

※7 修理費は、資本的支出にかかるものを除いて下さい。

※8 保険種類、付保金額、保険料率等をご記入下さい。ただし普通火災保険の付保にかかる費用は、売上原価の維持管理費の項目に含めてご記入下さい。

（様式２－６－１）
２．支出等（単位：千円）

項目

金額
内容・算定根拠

売上原価




維持管理費※6




運営業務費




修理費※7




図書等購入費




ｼｽﾃﾑ整備保守管理費




その他



一般管理費




労務費




事務経費




保険料※8




公租公課※9




減価償却費※10




その他※5



支払利息



※9 租税種類、評価額等をご記入下さい。

· 10 取得原価、償却方法、償却年数等をご記入下さい。

※11 維持管理費および運営業務費、修理費、ｼｽﾃﾑ整備保守管理費の内容・算定根拠は、維持管理業務費用見積書、運営業務費用見積書において内容・算定根拠の詳細を記載するため、ここであらためてご記入頂く必要はありません。

（様式２－６－２）

３．金利変動に伴うサービスの対価の改定

①サービスの対価の算定根拠となる10年物（円－円）金利スワップレートに上乗せするスプレッドをご記入下さい。

上乗せするスプレッド

②上記スプレッドの算出根拠をご記入下さい。




（様式２－６－３）
４．図書等購入費

①図書等購入費のうち初期購入分（平成19年9月までの図書等購入分（除く新聞・雑誌））の費用350百万円に対する支払利息の金利水準をご記入下さい。

金利水準

②下記の前提条件をもとに30年間の図書購入費の見積書をご記入下さい。

（前提条件）

初期購入分：350百万円

定常購入分Ⅰ：1.5百万円

定常購入分Ⅱ：20百万円


（百万円）

科目

1
2
3
4
5
6
7
‥
28
29
30
合計

初期購入分
元本※2














利息※2














合計













定常購入分Ⅰ

1.5 
1.5 
1.5 








4.5

定常購入分Ⅱ




20.0 
20.0 
20.0 
20.0 
‥
20.0 
20.0 
20.0 
540.0

合計














※1 前提条件に示した値を用いて計算して下さい。なお、長期収支計画書、キャッシュフロー計算書等において図書等購入費を用いる際には、ここで示した値を用いて下さい。

※2 金利水準は①で提案した内容を用いて元利均等払い（5年間）で計算して下さい。

※3 消費税、物価変動は除いて計算して下さい。。

※4 各年は10月～9月の1年間の費用をご記入下さい。

※5 百万円未満は、四捨五入してご記入下さい。



長期収支計画表
(単位：円)

平成（年度）

科目
14
15
16
17
18
19




43
44
45
46


－1
0
1
2
3
4
･ ･ ･
･ ･ ･

･ ･ ･
28
29
30
31

収

支

計

画
収入計

















ｻｰﾋﾞｽの対価収入

















余裕金運用益

















その他※4
















支出計

















諸経費※4

















維持管理費

運営業務費※5

















図書等購入費

















ｼｽﾃﾑ整備保守管理費

















修理費

















保険料

















公租公課

















支払利息

















減価償却費

















その他※4
















税引前当期損益
















法人税等
















税引後当期損益















資

金

計

画
資金需要

















建築工事費等

















修理費(資本的支出)

















借入金返済

















その他※4
















資金調達

















当期損益

















借入金

















資本金

















その他※4
















当期資金過不足
















資金過不足累計
















借入残高

















借入金

















運転借入金















※1 消費税、物価変動は除いて計算して下さい。　※2 A3横長で記入して下さい。

※3 その他の様式と関連のある項目の数値は、整合性の取れる形で記入して下さい。また、諸経費、余裕金運用益、その他項目等の算出根拠を別紙として記入して下さい。

※4 可能な範囲で詳細に記入して下さい。　※5 運営業務費は30年間にわたり年間利用者数を12.5万人に固定して計算し下さい。

· 6 各年は10月～9月の1年間の費用をご記入下さい。

· 7 年度の欄が不足の場合（平成13年度が必要な場合等）は、事業者において、適宜列を増やしてご記入下さい。
（様式２－８）
キャッシュフロー計算書

（単位：円）



平成（年度）
14
15
16
17
18
19
‥
44
45
46

科目

-1
0
1
2
3
4
‥
29
30
31


キャッシュインフロー計














金利償却前税引後利益













資本金













借入金













その他※3












キャッシュアウトフロー計














初期投資













修理費（資本的支出）













元本













利息













その他※3












ネットキャッシュフロー













配当












※1 消費税、物価変動は除いて計算して下さい。

※2 長期収支計画表と整合性の取れる形でご記入下さい。

※3 可能な範囲で詳細に記入して下さい。

※4 A3横長で記入して下さい。

· 5 各年は10月～9月の1年間の費用をご記入下さい。

· 6 年度の欄が不足の場合（平成13年度が必要な場合等）は、事業者において、適宜列を増やしてご記入下さい。


30年間償還表
（単位：円）



17/4
17/10
18/4
18/10
19/4
19/10
20/4
20/10
21/4
21/10
22/4
22/10
23/4
23/10
24/4
24/10
25/4
25/10
26/4
26/10

サービスの対価






















  うち本件工事費等及び支払利息























うち本件工事費等






















うち支払利息





















  うち維持管理費及び運営業務料






















  うち図書等購入費






















  うちシステム保守管理整備費






















各回市支払額計






















期末残高















































27/4
27/10
28/4
28/10
29/4
29/10
30/4
30/10
31/4
31/10
32/4
32/10
33/4
33/10
34/4
34/10
35/4
35/10
36/4
36/10

サービスの対価






















  うち本件工事費等及び支払利息























うち本件工事費等






















うち支払利息





















  うち維持管理費及び運営業務料






















  うち図書等購入費






















  うちシステム保守管理整備費






















各回市支払額計






















期末残高















































37/4
37/10
38/4
38/10
39/4
39/10
40/4
40/10
41/4
41/10
42/4
42/10
43/4
43/10
44/4
44/10
45/4
45/10
46/4
46/10

サービスの対価






















  うち本件工事費等及び支払利息























うち本件工事費等






















うち支払利息





















  うち維持管理費及び運営業務料






















  うち図書等購入費






















  うちシステム保守管理整備費






















各回市支払額計






















期末残高






















※1 その他の様式と関連のある項目の数値は、整合性の取れる形でご記入下さい。

※2 運営費用は30年間にわたり年間利用者数を12.5万人に固定して計算し下さい。

※3 消費税、物価変動を除いて計算して下さい。

※4 A3横長で記入して下さい。
（様式２－10－１）
平成　　年　月　日
協力企業名簿（参考）
桑名市長　宛
グループ名　　　　　　　　　　　　　

１　本事業における協力企業の編成に係る基本的な考え方

業　　　　務
協力企業の編成に係る考え方

○ 施設整備に係る設計・建設などの建設工事関連業務


○ 維持管理業務


○ 図書館運営業務


○ その他


（注）１ 現時点で記載できる内容を記載して下さい（未定の業務については空白でかまいません）。
　　　２ 協力企業とは入札参加者またはグループ構成員以外で、本事業の業務を担う者をいいます。
　　　３ 協力企業は他のグループの協力企業と重複してかまいません。なお、関心表明書の提出を行う場合は、関心表明書の写しを次頁に添付して下さい。
（様式２－10－２）

２　現時点で予定している協力企業への事業配分率

業　　務
事業配分率
協力企業名
住　　　所
資 本 金

○ 施設整備に係る設計・建設などの建設工事関連業務





○ 維持管理業務





○ 図書館運営業務





○ その他





（注）１ 現時点で記載できる内容を記載して下さい（未定の業務については空白でかまいません）。
　　　２「事業配分率」は総事業費で換算して下さい。
　　　３「住所」は実際に業務を委託する支社、支店、営業所等の住所を記載して下さい。
提案受付番号：





提案受付番号：





（記入例）





出資





返済





融資





委託





出資





出資





委託





出資





委託





委託





維持管理会社





建設会社








グループ構成員Ｃ


（図書館運営）





グループ構成員Ｂ


（金融）





グループ構成員Ａ


（建設）





グループ代表者


（不動産）





融資団





桑名市





ＳＰＣ（事業者）








下請





下請








建物等の建設及び維持管理並びに図書館運営に関する契約




















提案受付番号：





提案受付番号：








提案受付番号：





提案受付番号：





提案受付番号：





事業契約





（様式２－４－１記入例）





（様式 17-1 記入例）














提案受付番号：





提案受付番号：





提案受付番号：





提案受付番号：





提案受付番号：





提案受付番号：





提案受付番号：





提案受付番号：





提案受付番号：





％


























（例）事業所要資金を6ヶ月LIBOR＋○％程度の変動金利で調達予定（様式○参照）。


      同資金に係る金利をSWAPで10年もの固定金利に変換予定。


      変換後の金利は年△％（＝10年物SWAPレート＋□bp）を見込んでおり、


      金利は、この調達コストに◆bpのスプレッドを載せた金利を希望。


      スプレッドは□bp ＋ ◆bp ＝ 50bp（＝0.5％）











％





（様式２－７）





提案受付番号：





（様式２－９）





提案受付番号：





提案受付番号：











提案受付番号：
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